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・ 全日制課程進学者数 H21.3 20,419人 → R5.3 17,989人 （▲2,430人、▲2.4％）
うち 県内公立 H21.3 15,131人 → R5.3 12,200人 （▲2,931人、▲7.4％）
うち 県内私立 H21.3 5,070人 → R5.3 5,491人 （ ＋421人、＋4.5％）

・ 通信制課程進学者数 H21.3 258人 → R5.3 921人 （ ＋663人、＋3.4％）

○ 本県中学生の卒業後の進路状況

【宮城県教育庁調べ】

（単位：人）

H21.3 22,092 20,419 92.4% 15,131 68.5% 5,070 22.9% 218 1.0% 598 2.7% 258 1.2% 330 1.5% 224 1.0% 263 1.2%

H22.3 22,797 21,046 92.3% 15,254 66.9% 5,549 24.3% 243 1.1% 684 3.0% 318 1.4% 251 1.1% 243 1.1% 255 1.1%
H23.3 22,003 20,381 92.6% 14,887 67.7% 5,235 23.8% 259 1.2% 577 2.6% 306 1.4% 263 1.2% 220 1.0% 256 1.2%
H24.3 22,019 20,559 93.4% 14,707 66.8% 5,604 25.5% 248 1.1% 478 2.2% 246 1.1% 248 1.1% 269 1.2% 219 1.0%
H25.3 21,780 20,245 93.0% 14,579 66.9% 5,404 24.8% 262 1.2% 475 2.2% 310 1.4% 272 1.2% 274 1.3% 204 0.9%
H26.3 22,026 20,476 93.0% 14,474 65.7% 5,758 26.1% 244 1.1% 466 2.1% 329 1.5% 266 1.2% 276 1.3% 213 1.0%
H27.3 21,752 20,174 92.7% 14,394 66.2% 5,535 25.4% 245 1.1% 516 2.4% 346 1.6% 276 1.3% 265 1.2% 175 0.8%
H28.3 21,710 20,219 93.1% 14,310 65.9% 5,612 25.8% 297 1.4% 437 2.0% 353 1.6% 265 1.2% 268 1.2% 168 0.8%
H29.3 21,576 19,926 92.4% 14,238 66.0% 5,399 25.0% 289 1.3% 430 2.0% 446 2.1% 272 1.3% 324 1.5% 178 0.8%
H30.3 20,998 19,445 92.6% 13,879 66.1% 5,277 25.1% 289 1.4% 394 1.9% 441 2.1% 276 1.3% 287 1.4% 155 0.7%
H31.3 20,765 18,990 91.5% 13,560 65.3% 5,125 24.7% 305 1.5% 449 2.2% 562 2.7% 278 1.3% 303 1.5% 183 0.9%
R2.3 19,930 18,222 91.4% 12,839 64.4% 5,126 25.7% 257 1.3% 358 1.8% 612 3.1% 272 1.4% 294 1.5% 172 0.9%
R3.3 19,235 17,519 91.1% 12,306 64.0% 4,941 25.7% 272 1.4% 338 1.8% 667 3.5% 302 1.6% 257 1.3% 152 0.8%
R4.3 19,761 17,951 90.8% 12,188 61.7% 5,464 27.7% 299 1.5% 301 1.5% 771 3.9% 286 1.4% 285 1.4% 167 0.8%
R5.3 19,973 17,989 90.1% 12,200 61.1% 5,491 27.5% 298 1.5% 345 1.7% 921 4.6% 276 1.4% 291 1.5% 151 0.8%

▲ 2,931 421 80 ▲ 1120.4% ▲0.4%▲7.4% ▲1.0% 3.4%
増減

(R5-H21)
▲ 2,119 ▲ 2,430 ▲ 253 663 ▲ 54 67

定時制 通信制 高等専門学校 特別支援学校 その他

▲0.1%

計 県内公立 県内私立 県外

▲2.4% 4.5% 0.5%

卒業年月 中卒者数
全日制
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○ 通信制高校への進学者の状況
・ 県内公立 H21.3 110人 → R5.3 157人 （ 47人、▲25.6％）
・ 県外私立（広域通信制） H21.3 131人 → R5.3 590人 （459人、 13.3％）

H21.3 258 110 42.6% 3 1.2% 14 5.4% 131 50.8%

H22.3 318 114 35.8% 13 4.1% 10 3.1% 181 56.9%

H23.3 306 96 31.4% 4 1.3% 14 4.6% 192 62.7%

H24.3 246 62 25.2% 6 2.4% 14 5.7% 164 66.7%

H25.3 310 81 26.1% 9 2.9% 7 2.3% 213 68.7%

H26.3 329 72 21.9% 3 0.9% 21 6.4% 233 70.8%

H27.3 346 67 19.4% 13 3.8% 23 6.6% 243 70.2%

H28.3 353 72 20.4% 8 2.3% 28 7.9% 245 69.4%

H29.3 446 100 22.4% 11 2.5% 24 5.4% 311 69.7%

H30.3 441 85 19.3% 8 1.8% 51 11.6% 297 67.3%

H31.3 562 115 20.5% 3 0.5% 76 13.5% 368 65.5%

R2.3 612 119 19.4% 13 2.1% 74 12.1% 406 66.3%

R3.3 667 108 16.2% 9 1.3% 101 15.1% 449 67.3%

R4.3 771 122 15.8% 10 1.3% 166 21.5% 473 61.3%

R5.3 921 157 17.0% 7 0.8% 167 18.1% 590 64.1%

県外国公立 県内私立 県外私立

（単位：人）

▲25.6% ▲0.4% 12.7% 13.3%
増減

(R5-H21)
663 47 4 153 459

県内公立
卒業年月

通信制

進学者数

【宮城県教育庁調べ】
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○ 広域通信制高校の学校数の推移【全国値】
・ 広域通信制高校の学校数については、平成１０年以降、急激に増加している。
・ 平成１０年からの１０年間で６６校増加し、平成２０年からの１０年間で３２校増加している。

出典：文部科学省「「令和の日本型学校教育」の実現に向けた通信制高等学校の在り方に関する調査研究協力者会議資料」
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○ 高等学校の生徒数（公私別推移）【全国値】
・ 高等学校の生徒数の推移について、近年、全日制・定時制課程の生徒数は全体として減少傾向にあるが、通信制

課程の生徒数は全体として増加傾向にある。
・ 公私別で見れば、私立通信制の生徒数が大きく増加している一方で、公立通信制の生徒数は徐々に減少している。

（平成1２年からの約20年間で、私立の生徒数は２倍以上に増加する一方で、公立の生徒は半減）

出典：文部科学省「「令和の日本型学校教育」の実現に向けた通信制高等学校の在り方に関する調査研究協力者会議資料」
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出典：文部科学省「「令和の日本型学校教育」の実現に向けた通信制高等学校の在り方に関する調査研究協力者会議資料」
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○ 不登校生徒の状況

出典：文部科学省「令和４年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」

【不登校の要因（主たる要因として多いもの）＜全国集計＞】

・ 本県の不登校生徒数は、平成２１年度以降多少の増減はあるものの増加傾向にあり、令和２年度は新型コロナウ
イルス感染症拡大の影響で一旦減少したものの、令和３年度以降、再び増加に転じている。

・ 令和４年度の本県の不登校出現率は2.85%（全国2.04％）であり、全国平均値を上回る状況が続いている。
・ 高校における不登校の要因として、全国の状況では、「無気力・不安」が最も多く、次いで、「生活リズムの乱

れ、あそび、非行」が多くなっている。小・中学校と比較すると、「無気力・不安」よりも、「生活リズムの乱れ、
あそび、非行」の割合が高い傾向にある。

＜小・中学校＞

要因 構成比※

無気力・不安 154,772 人 51.8%

生活リズムの乱れ、あそび、非行 33,999 人 11.4%

いじめを除く友人関係をめぐる問題 27,510 人 9.2%

親子の関わり方 22,187 人 7.4%

上記以外 14,814 人 5.0%

※主たる要因のため、構成比の合計値が１００％にならない

人数

＜高校＞

要因 構成比※

無気力・不安 24,223 人 40.0%

生活リズムの乱れ、あそび、非行 9,651 人 15.9%

いじめを除く友人関係をめぐる問題 5,576 人 9.2%

入学、転編入学、進級時の不適応 5,070 人 8.4%

上記以外 4,858 人 8.0%

※主たる要因のため、構成比の合計値が１００％にならない

人数
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○ 中途退学者の状況

出典：文部科学省「令和４年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果」

【中途退学事由＜全国集計＞】

【中途退学者数（宮城県）と中途退学率（宮城県・全国）の推移】

・ 本県の中途退学者数は、平成２５年度以降減少傾向にあり、令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響
で最小値となったものの、令和３年度以降、再び増加に転じている。

・ 令和４年度の本県の不登校出現率は1.6%（全国1.4％）であり、全国平均値を上回る状況が続いている。
・ 高校における中途退学事由として、本県の状況では、「進路変更」が最も多く、次いで、「学校生活、学業不適

応」が多くなっており、全体の70％以上を占めている。全国の状況も同様の傾向に見られる。

事由 構成比

学業不振 2,600 人 6.0%

学校生活・学業不適応 14,253 人 32.8%

進路変更 19,055 人 43.9%

病気けが死亡 2,107 人 4.9%

経済的理由 617 人 1.4%

家庭の事情 1,424 人 3.3%

問題行動等 1,196 人 2.8%

その他の理由 2,149 人 5.0%

人数

事由 構成比

学業不振 30 人 3.1%

学校生活・学業不適応 258 人 26.7%

進路変更 455 人 47.1%

病気けが死亡 44 人 4.6%

経済的理由 14 人 1.4%

家庭の事情 57 人 5.9%

問題行動等 17 人 1.8%

その他の理由 92 人 9.5%

人数

【中途退学事由＜本県＞】
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○ 通学時間の状況

※中学生とその保護者には「許容でき
る通学時間」、高校生とその保護者に
は「現在の通学時間」を質問している。

・ 平成29年９月に本県で実施した「県立高校に関する調査（学校調査）」の結果では、「許容できる通学時間」について、中学
生、中学生保護者ともに「②片道１時間以内」の回答が最も多く、過半数を占めた。

・ 「現在の通学時間」について、高校生、高校生保護者ともに「①片道30分以内」の回答が最も多い。

＜高校生居住地別の通学時間＞

・令和３年度の総務省統計局「社会生活基本調査」の結果では、高校生の平日１日あたり平均通学時間（往復）は、
全国平均 87 分、宮城県平均 96 分となっており、全国平均よりも高い数値となっている。

①片道30分以内 96 53.9% 143 40.7% 91 37.8% 108 50.7% 59 70.2% 65 77.4% 89 50.9% 72 64.3% 1 33.3%
②片道１時間以内 54 30.3% 135 38.5% 94 39.0% 69 32.4% 22 26.2% 13 15.5% 61 34.9% 34 30.4% 1 33.3%
③片道１時間半以内 20 11.2% 51 14.5% 44 18.3% 30 14.1% 1 1.2% 5 6.0% 18 10.3% 6 5.4% 0 0.0%
④片道２時間以内 6 3.4% 18 5.1% 7 2.9% 5 2.3% 1 1.2% 1 1.2% 6 3.4% 0 0.0% 0 0.0%
⑤片道２時間超 2 1.1% 4 1.1% 5 2.1% 1 0.5% 1 1.2% 0 0.0% 1 0.6% 0 0.0% 1 33.3%

計 178 100.0% 351 100.0% 241 100.0% 213 100.0% 84 100.0% 84 100.0% 175 100.0% 112 100.0% 3 100.0%

⑦石巻地区
⑧気仙沼・
本吉地区

県外①仙南地区 ②仙台市
③仙塩地区
（除仙台）

④大崎地区 ⑤栗原地区 ⑥登米地区

<参考：政府統計による高校生の平均通学時間＞

【出典：県立高校に関する調査（H29.9宮城県教育庁実施）】

（単位：分）
H23 H28 R3

全国 80 86 87
宮城県 78 89 96

【出典：総務省統計局「社会生活基本踏査」】

①片道30分以内 408 23.5% 724 50.2% 189 22.8% 282 44.9% 1,603 34.6%
②片道１時間以内 932 53.7% 483 33.5% 548 66.2% 244 38.9% 2,207 47.7%
③片道１時間半以内 302 17.4% 175 12.1% 83 10.0% 86 13.7% 646 13.9%
④片道２時間以内 68 3.9% 44 3.1% 8 1.0% 14 2.2% 134 2.9%
⑤片道２時間超 24 1.4% 15 1.0% 0 0.0% 2 0.3% 41 0.9%

計 1,734 100.0% 1,441 100.0% 828 100.0% 628 100.0% 4,631 100.0%

合計中学生 高校生 中保 高保
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○ 本県高校生の卒業後の進路状況（R5.3卒業生）※私立高校含む

①全日制・定時制・通信制別の卒業後の進路

（単位：人）

全日制 17,540 9,875 3,744 3,301 620 56.3 18.8

普  通 13,636 9,052 2,775 1,245 564 66.4 9.1

農  業 538 75 132 323 8 13.9 60.0

工  業 1,337 283 231 805 18 21.2 60.2

商  業 904 201 298 398 7 22.2 44.0

水  産 165 26 31 106 2 15.8 64.2

家  庭 172 45 45 77 5 26.2 44.8

看  護 37 37 - - - 100.0 0.0

福　祉 36 4 3 29 - 11.1 80.6

総　合 715 152 229 318 16 21.3 44.5

定時制 308 25 64 192 27 8.1 62.3

普  通 281 25 60 174 22 8.9 61.9

工  業 27 - 4 18 5 0.0 66.7

通信制 1,598 289 543 254 512 18.1 15.9

計 19,446 10,189 4,351 3,747 1,159 52.4 19.3

区    分 計
大学等
進学

専修
学校等

就職者 その他
大学等
進学率
（％）

就職者
割合
（％）

カッコ内は

卒業生総数（人）

（単位：人）

全日制 9,875 3,744 3,301 620 17,540

定時制 25 64 192 27 308

通信制 289 543 254 512 1,598

計 10,189 4,351 3,747 1,159 19,446

区    分
大学等
進学

専修
学校等

就職者 その他 計

②学科別の卒業後の進路

【出典：文科省学校基本調査】

※ 全日制の普通科には体育科、英語科、理数科、美術科、災害科学科、探究科を含む。

※ 全日制には中等教育学校後期課程を含む。
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○ 県立学校施設の状況

【出典：宮城県県立学校施設整備計画（R3.3策定）】

・ 県立学校施設※の建築経過年数をみると、築後４０年以上経過しているものが、校舎では３６％、体育館等で３０％、寄
宿舎で５９％となっており、改築の目安としてきた５０年前後の建物が多くなっている。

※県立学校施設には、県立高校のほか県立中学校、県立特別
支援学校を含む。
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○ 地域進学重点校の進学率向上に向けた取組み
◎ 地域進学重点校ネットワーク支援事業（事業期間：R2～R4）
＜教員の指導力向上＞

・進路情報の共有
進学指導連絡協議会を実施し、模擬試験協働分析会、進学指導講演会、情報交換会等、重点校間のネットワークを形成し、連携を強化

することで、進学指導のノウハウを共有するとともに、多様化する生徒の進路に対応する。
・科目別大学入試対策講座

大学入試に対応する教科指導力向上のための、教員向け研修会を開講する。
＜生徒の学力向上＞

・重点校合同学習合宿
重点校１０校の国公立大学等への進学希望者を集めた学習合宿を実施し、進学意識及び学力の向上を図る。

◎ 進学重点校学力向上事業（事業期間：H25～H27）
＜進路指導体制の改善と向上＞

・進路指導ワークショップ
模試分析を通じた講義を通じて、指定校及び支援校との情報交換・協議により進路指導体制の改善と向上を図る。

・授業改善研修会
予備校における研修を通じて、教員の教科・進路指導力の向上を図る。

・授業構成法講座
予備校の講師を活用して、進学指導を実践的に検討し、教科・進路指導力の向上を図る。

＜生徒の志育成＞
・特別講座（各校が独自に企画）
・２年生を対象に外部講師を活用した講義などの生徒の志を育成する事業を、各校独自に企画し、実施する。

◎ 進学拠点校等充実普及事業（事業期間：H28～H31）
＜進路指導体制の改善と向上＞

・進学指導連絡協議会
各学校の現況把握と関連した講義並びに拠点校及び支援校との情報交換・協議により進路指導体制の改善と向上を図る。

・学習指導法スキルアップ研修会
予備校における研修を通じて、教員の教科・進路指導力の向上を図る。

・授業構成法講座
予備校の講師を活用して、授業改善を実践的に検討し、教科・進路指導力の向上を図る。

・重点校合同学習合宿
重点校１０校の国公立大学等への進学希望者を集めた学習合宿を実施し、進学意識及び学力の向上を図る。



目
的

現 状

サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を融合させ，経済的な活性化と社会的な課題解決を目指す新たな社会Society5.0の実現とその社会

を支える人材育成のために，公的サービスの提供のための手段としてＩＣＴのもつ機能を最大限活用し，都市部への人的資源の一極集中の是正と地方創生と

いう大きな課題に対して教育分野のアプローチ・研究と位置づけ，本県では仙台圏と郡部の教育機会の格差の解消を目指し，遠隔授業の在り方についての調

査研究と郡部の高等学校における地域探究を柱とするカリキュラムについて調査研究し，地域に貢献する人材を育成する。

●社会的背景

・郡部から仙台圏への人口流出

⇒仙台圏の一極集中

・１５歳人口の減少

⇒郡部の高等学校の定員割れ

●小規模校の課題

・生徒のニーズに応える多様な

授業の設置が難しい。

・地理歴史や理科ではすべての

科目の専門性の高い教員が

配置できない。

１．遠隔事業に関する取組の概要

●配信側と受信側の教員の連携により，生徒の学習理解度に応じた習熟度別授業

●理科や地理歴史のような専門性の高い科目の授業

●配信側の高校の教育課程において特長のある教科・科目の授業（芸術や専門科目）

●生徒の多様な進路希望に対応する教科・科目の授業

●地域探究の方法を学ぶ基盤科目として位置づけ，教育課程を共通化する地理総合

2．地元自治体等の関係機関と連携・協働する体制の構築に関する取組の概要

3．ネットワークを構成する学校

みやぎＤＵＡＬ-ＣＯＲＥハイスクール・ネットワーク

文部科学省委託事業：地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働ネットワーク構築事業（ＣＯＲＥハイスクール・ネットワーク構想）

●受信校の各高等学校がこれまで地域と連携して実施してきた取組を進化させ，地域をフィールドにした

探究活動と地域の課題解決策を提案する総合的な探究の時間のプログラムを構築するために，自治体，

地元商工会，大学とコンソーシアムを設置する。

●地域をフィールドにした探究活動を推進するために，東北学院大学及び宮城学院女子大学と連携する。

●配信校 宮城県宮城野高等学校 県内公立高校で唯一の美術科を有する全日制高校

（コア校）宮城県田尻さくら高等学校 商業や福祉等，多様な科目の授業を展開する定時制高校

宮城県貞山高等学校 多様な学校設定教科・科目の授業を展開する定時制高校

●受信校 宮城県岩ヶ崎高等学校 栗駒山麓の栗原市にある全日制高校

宮城県中新田高等学校 音楽の町，加美町にある全日制高校

宮城県柴田農林高等学校川崎校 農業科目も学べる川崎町にある全日制高校（分校） 14
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（石巻地区で実施） 【パートナーシップ協議会のイメージ】
○地域協働活動と学校の教育活動との一体化を支援
○学校・学科の枠を超えた協働的な学びの支援
○将来の地域ビジョン・求める人材像を共有し、地域協働

に資する社会に開かれた学校の活動支援
○生徒の地場産品を活用した新たな商品開発や事業化プラン

づくりの支援

学校と地域課題のマッチングを
効果的に行うための協議会の役割

☆地域の産業界や学校間等と
の連携・協働による実践的
な産業教育の推進

☆企業や高等教育機関等と連
携した教員のスキル向上の
機会創出（起業マインド育
成、地域協働推進等）

専門教育次世代人財育成プロジェクト

連携組織の整備
課題解決型

学習の実践

「道の駅」等を

活用した実践的な学び

【具体的取組】
☆ 地域活性化アイデアの提案・発表
☆「道の駅」等を活用した実践的な学び
☆ 教員の指導力向上のための研修

『今後の産業教育の在り方について』
R4.5産業教育審議会答申より

【本県産業教育の課題】
●専門高校等に対する認知度の低さ、志願者確保
●少子化による生徒数減少への対応
●社会の動向や産業構造の変化への対応

【これからの本県産業教育の在り方】
○社会の変化に対応した人材育成
〇地域や産業界等との連携
〇専門高校・産業教育の理解促進

【今後のさらなる少子化を踏まえた産業教育の在り方】
〇これからの産業教育における専門学科構成
・各学科の学びの連携と融合
・新な産業の創出を視野に入れた学び

〇長期的視点に立った学び
・地域づくりと産業教育
・キャリア形成の変化への対応

【地域を学びのフィールドとした学習活動】
□ 地域活性化に関する基調講演、座談会等の実施
□ 地域課題探究型の学習活動
□ 学校間・学科間連携によるグループワーク活動
□ 地域人材を活用した専門性の高い、特色ある学び

の実践
□ 地域企業と連携したキャリア教育の実施
□地場産品を活用した商品開発等の実践
□小・中学校、大学との連携
□ 「いしのまき人財育成パートナーシップ協議会」

の設置

具体的取組

☆専門高校生による地域活性化アイデアの提案
【目的】①地域を活性化するためには、次世代を担う若者の力が必要

②実社会で求められる「自ら考え、行動する力」を養うことが重要

③ビジネス・アイデアを考え、作り上げる体験

【内容】高校生ならではの自由な発想や創造力を活かしたビジネスプランの提案

①人々の生活をより良いものに変えるプラン

②世の中の仕組みをより良いものに変えるプラン

③地域の課題を解決するプラン

【実施】専門高校生によるビジネス・アイデアをプレゼンテーションにて発表

（各学科の学びや探究学習など）

☆「いしのまき人財育成パートナーシップ協議会」(地域学校間連携)を設置

『道の駅』等をフィールドとした実践的・体験的な学び
学校・学科の枠を超えた連携による学び

「道の駅」等を活用した実践的な学び（商品開発、販売、接客など）

☆「道の駅」等を活用した実践的な学び

（地域コーディネータによる関係機関との連絡調整・事業の円滑な推進）

☆地域課題の解決等を通じた
教育課程を構築し、地域な
らではの新しい価値を創造
する人財を育成
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